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■制度目的

地域課題をビジネスの手法で解決するソーシャル・イノベーションにより創業を

行う方を支援

■様々な地域課題

①地域活性化関連、過疎地域活性化関連 ②買物弱者関連

③地域交通関連 ④社会教育関連 ⑤子育て支援 ⑥環境エネルギー関連

⑦社会福祉関連 ⑧困難を有する若者・就労支援 など
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■応募件数（令和元年~令和7年）
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■対象事業

〇 地域社会が抱える地域課題の解決に資する事業であること（社会性）

〇 自律的な事業継続が見込める事業であること（事業性）

〇 当該地域における課題解決に資する体制が十分でないこと（必要性）

〇 創業をする者の生産性の向上・機会損失の解消及び顧客の利便性の向上に

つながるデジタル技術を活用していること（デジタル技術の活用）
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■対象者

〇 令和８年4月７日~令和９年1月31日までに長野県において

①新たに事業を創業する方

②事業承継を行う方（※）

③第二創業を行う方（※）

※society5.0関連業種

（AI、IoT技術、自動運転等の新たなシステムづくりに 関連する業種のみ）

〇長野県内に居住している方、令和９年1月31日までに県内に移住をされる方

〇法令順守上の問題を抱えていないこと等

※法人成り（個人事業を法人化すること）や事業場所変更（例：東京→長野）は対象外です
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■補助金額    最大２００万円（補助対象率２分の１）

例）補助対象経費として200万円（税抜）が発生する場合、100万円を補助

■補助対象期間

交付決定日~令和９年1月31日までの事業に関する経費

※交付決定前に発注、支出した経費や2月以降に発生する経費は対象外

例）2月分の賃借料を１月に支払い → ×
交付決定前に発注、交付決定後に支払 → ×
1月分の人件費を翌月に支払 → ×
令和９年1月~12月の費用を1月に支払 → △（補助期間である1月分のみ対象）

例外）交付決定前に雇用・賃貸借契約を行う場合、交付決定日以降の費用は対象
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■補助対象経費（消費税は除く）

人件費 給与、賃金等の人件費

店舗賃借料 県内での店舗、事務所、駐車場の賃借料、共益費、借入に伴う仲介手数料

設備費 県内での店舗、事務所の開設に伴う外装工事、内装工事費
県内で使用する機械装置、工具、器具、備品の調達費用

原材料費 試作品（試食）等の製作に係る原材料費

知的財産権等
関連経費

特許権等知的財産権取得に要する費用

専門家経費 専門家等に支払う経費・旅費（当事業に必要な謝金及び必要経費）

旅費 交通費（創業等の準備、事業実施に必要な出張経費で公共交通機関利用
料）
宿泊費（経済的・合理的なもの）の実費

外注・委託費 試験開発費、試供品等製作費、デザイン費、WEBコンテンツ制作費、市場動
向調査費

広報費 販路開拓に係る広告宣伝費、パンフレット印刷費、展示会出展費

その他 当機構理事長が必要と認める経費
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■令和８年度の募集期間

一次募集：令和８年４月１３ 日~５月１８日 １７時まで

二次募集：令和８年６月１日~７月２４日 17時まで

   ※いずれも期日厳守

■面談審査日程

一次募集分：令和8年6月16日・17日

二次募集分：令和8年8月20日・21日

※二次は一次の申請、採択状況により実施します

※書類審査合格者は面談審査に進みます
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■伴走支援員への相談について

伴走支援員・・・事前相談～採択後の各種手続きを支援します

（事業計画の構築、申請書のブラッシュアップ、各種創業に係る相談等）

※応募する前から相談可能です！（申請前からサポートします！）

特に伴走支援員の事業計画作成指導を受けた方は採択率が高い傾向にあります。

（ただし、採択を確約するものではありません）

ぜひご活用ください！
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■支援事例① 信州食工房やまゆら（長野市中条）

事業内容：長野県産農産物を核とした中条地域発の6次産業化事業

■地域課題

・中条地域で農業従事者の高齢化・後継者不足が深刻化

・良質な特産物「西山大豆」でさえ販路が直売所中心

・農家の意欲低下・耕作放棄地の増加

→地域農業の再生に貢献する事業を決意

■特徴

・地域農産物の価値を高める 加工・ブランド化

・SNS・ECを活用した 首都圏向け販路開拓

・地域農家と連携し、原料を買い支えることで農業の持続性向上に寄与
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■支援事例② 株式会社CONVIVIAL（安曇野市）

事業内容：精神疾患患者と家族への訪問看護、その看護師育成事業

■地域課題

・精神疾患訪問看護施設が少ない（中信地域55施設中、精神対応は15施設）

・精神疾患訪問看護師の必要数と現状看護師人数の乖離

（精神疾患訪問看護師の教育施設がない）

■特徴

・精神科領域に強い看護師による専門的ケア

・医療機関・行政・福祉との連携体制

・研修・教育システム等の導入による看護師育成（予定）
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専門家派遣事業

中小企業等が抱える経営、技術、デジタル化等に関する様々な問題解決のために
専門家を派遣するものです。
※本事業は意思決定に対する助言を行うものであり、業務の代行は行いません。

専門家派遣事業とは…

下記要件に合致する長野県内に事業所を有している中小企業等の方（創業予定者
も含む）

派遣対象者

1.
経営革新等を行い経
営の向上を目指す意
欲があること

2.
経営革新等、経営の
向上に係る目的ある
いは目標が明確であ
ること

3.
専門家派遣により支
援の効果が期待でき
ること



一般枠業種 資本金 従業員

製造業その他 ３億円以下 ３００人以下

卸売業 １億円以下 １００人以下

サービス業 ５千万円以下 １００人以下

小売業 ５千万円以下 ５０人以下

資本金、従業員数のどちらかを満たせば適用
中小企業支援法（昭和38年7月15日法律第147号）第2条の規定による

専門家派遣事業
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創業者枠 小規模事業者枠

成長支援枠

常時使用する従業員の数が20人（卸売業、
小売業、サービス業（宿泊業・娯楽業を除
く）については５人）以下の事業者
※中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条の規定
による

創業予定者または創業1年未満の事業者

売上高数億円規模で、10億円越を目指
す中小企業等



専門家派遣事業

■費用

枠 費用（専門家への謝金） 申請者の負担金

一般枠

１単位（２時間）あたり
１９，８００円（税込）

２分の１

成長支援枠
４分の１

小規模事業者枠

創業者枠 負担なし

例：一般枠で１２単位（２４時間）の派遣を受ける場合
申請者は、
１９，８００円×１２単位÷２＝１１８，８００円
を負担し、残り１１８，８００円は当機構が負担します。

例：小規模事業者枠で１２単位（２４時間）の派遣を受ける場合
申請者は、
１９，８００円×１２単位÷４＝５９，４００円
を負担し、残り１７８，２００円は当機構が負担します。

例：創業枠で派遣を受ける場合は、全額当機構が負担します。
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■事業のフロー
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■専門家
専門家は、中小企業診断士、税理士、公認会計士、弁理士、行政書士、情
報処理技術者等中小企業支援のため、専門的な知識や経験を用いて課題に
積極的に取り組んでいる方々に登録いただいております。

専門家登録者数：175名（R8.4.13時点）
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■活用事例

生産効率の改善

事業計画や
経営方針の策定

ホームページ・
SNSの作成支援

デジタル化の支援

労務管理等の
見直し

マーケティング面の
アドバイス

商品・
メニュー開発
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■中小企業等外国出願支援事業とは…

優れた技術や製品等を有し、それらを海外において戦略的に広く活用しようとす
る長野県内中小企業者等に対し、外国への特許出願等を支援するため、海外出願
に要する経費の一部を補助する事業です。通称「海外出願支援事業補助金」

特許

商標

実用新案

意匠
抜け駆け対策

商標

①外国特許庁への特許、実用新案、意匠、商標、抜け駆け対策商標出願が対象です。
②外国特許庁への出願に要した経費の補助です。
③申請書提出段階において、日本国特許庁に特許（PCT出願を含む）、実用新案、
意匠（ハーグ出願を含む）、商標出願（マドプロ出願を含む）をしていることが
条件となります。

■補助対象となる特許出願等



中小企業等外国出願支援事業

■補助対象経費
①外国特許庁への出願経費
②現地及び国内代理人経費
③翻訳経費 など

■補助率・補助限度額

1/2
以内

・１企業に対する1会計年度内の上限額：３００万円

・案件ごとの上限額

商標

実用新案

意匠
６０万円特許 １５０万円

抜け駆け対策商標 ３０万円

・補助率

※１企業に対する上限額の範囲内で、複数案件の応募が可能です。

※国内出願費用などは対象外です。

※千円未満切り捨て



中小企業等外国出願支援事業

■フロー（例）

中小企業者等
（申請者）

弁理士等
国内代理人

現地代理人

当機構

③申請
⑪実績報告書提出
⑬補助金請求

④採択・交付決定
⑫補助金額の確定
⑭補助金支払い

①協力承諾書の依頼
⑤外国出願手続き着手指示
⑦出願経費支払い

②協力承諾書の提出
⑩出願経費等請求

⑥特許庁への出願手続き等指示
⑨経費等支払い

外国
特許庁等

⑦出願手続き等

⑧出願経等
請求



中小企業等外国出願支援事業

■スケジュール（見込み）

５月上旬：募集開始
６月下旬：募集期限
７月上旬：第１回審査会
７月中旬：交付決定
交付決定日～令和９年１月３１日までに：補助事業完了
２月上旬まで：実績報告書提出
２月下旬～３月上旬：補助金交付

※第１回の審査の結果により第２回の募集を行います。

※交付決定前の着手に係る
経費は補助対象外です。

■活用のポイント

・優先権期限の管理が最重要

・海外出願前に申請・採択（交付決定）が必要

・INPIT外国出願補助金（全国版）との比較・検討
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長野県よろず支援拠点事業

１．地域における「他の機関」との連携

１．よろず支援拠点は、中
小企業・小規模事業者のた
めのワンストップ支援窓口
としての役割を担っていま
す。

２．よろず支援拠点が相談
者と地域の各支援機関をつ
なぎ、それぞれの強みを生
かした総合的な支援体制で
課題解決に取り組みます。



長野県よろず支援拠点事業

２. ４つの特徴

あらゆる経営課題への対応
中小企業・小規模事業者の皆さまが直面
し、また変化していくさまざまな経営課
題の相談に応じます。

経営、金融、マーケティングなど、多様
な分野の専門家うあ、企業経営の経験者
が在籍しています。それぞれの経営課題
に応じて最適な人選を行い、高度な経営
アドバイスを提供します。

解決策を提案して終わりではなく、継続
的にフォローしながら、実行を支援しま
す。課題解決後に新たな課題や目標が見
えてくれば、引き続き、その書行けるや
達成に向けた支援を行います。

地域の他の中小企業支援機関などとも連
携し、相談内容や経営課題に応じた適切
な支援体制をコーディネートします。

04 他支援機関との連携による支援

03 相談から実行までフォローする
寄り添い支援

02 専門性の高い経営アドバイス

01 あらゆる経営課題への対応



長野県よろず支援拠点事業

３．所属する「専門家・コーディネーター」

１．事業者の経営課題に応じ、各分野の専門家が伴走支援します

【専門分野】

「売上・販路拡大」「デザイン・商品開発」「ブランディング」

「IT活用」「WEB・SNS活用」「販売店舗レイアウト」

「インバウンド・海外販路開拓」「雇用・労務関係」「法律相談」

「経営改善」「資金繰り」「製造現場改善」「農商工連携」

【コーディネーター（専門家）】

※長野県よろず支援拠点パンフレット、HPをご覧ください

２．相談対応について
売上拡大や経営改善等の経営課題の解決に向けて、一歩踏み込んだ専門的な提案を行います。

また、課題解決に向けて相談内容に応じた適切な支援機関の紹介や課題に対応した支援機関の
相互連携をコーディネートします
（１）総合的・先進的な経営アドバイスを提供

様々な分野の専門家がいるからこそ、色々な角度から一歩踏み込んだアドバイス
（２）経営課題に応じコーディネーターや他の機関と連携、ワンストップサービス

課題解決に向け、必要に応じ他のコーディネーターや支援機関等と連携します



長野県よろず支援拠点事業

4.相談対応件数の推移、満足度調査結果（令和7年度）

１．対応件数
コロナの影響は落ち着いていますが、資金繰りや価格転嫁
等の新たな課題に対応するため、令和７年度は過去最高の
9,714件の相談を実施。

総合満足度 大変満足（満足） （やや）満足 （やや）不満足 大変不満足（不満足） 満足:計

全国 (n=14726) 96.4%

長野県 (n=164) 95.7%

58.7% 37.7%
2.8%
0.8%

52.4% 43.3%
3.7%
0.6%

２．満足度調査結果
よろず支援拠点全国本部にて毎年「満足度調査（電子メール方式）」を実施。長野県は「大変満足・満
足」95.7％（全国平均96.4％）



長野県よろず支援拠点事業

５．生産性向上支援センターの概要 （令和8年4月開始）

1. 人手不足などの課題に直面する中小企業等が、生産性向上に取り組
めるよう、国が全国の「よろず支援拠点」内に設置。（令和8年4
月開始）

2. 生産性向上のプロ（サポーター）が、無料で、複数回、中小企業等
の現場に訪問し、徹底して伴走。

3. 業務の見える化、ムリムラムダの削減、作業の標準化、導線の効率
化、デジタル活用、省力化投資の検討など、状況に応じアドバイス
を実施。



長野県よろず支援拠点事業

６．ご相談の流れ

ご相談は、事前予約制、来訪型、Web面談による対応となります

■通常相談は、事務局へ事前予約。各相談所へ来訪していただきます

■各支援機関（例：商工会様）からの相談依頼は、

①各商工会様、又は②よろず支援拠点（各サテライト含）で対応します

【ご留意点】・相談時間の目安は約1時間。申請書作成等の実務は行いません



長野県よろず支援拠点事業

７．相談拠点（県内12か所）
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